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独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要領の一部改正について

（通知） 

独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要領（平成23年12月15日付け23高建

管第799号副知事通知）の一部を別添のとおり改正しましたので通知します。改正内容

は下記のとおりです。 

 

記 

 

１ 概要 

落札者が共同企業体である場合について、誓約書の提出を求める対象者を明確に

する等、所要の改正を行うものです。 

 

２ 改正内容 

(１) 落札者が共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それ

ぞれについて作成した誓約書の提出を求めること及びその取扱いを入札公告に記

載することを明確にすることとしました。 

（第２の３及び第４の２関係） 

(２) 落札者が共同企業体の場合において、代表構成員又はその他の構成員のいず

れかが別記様式による誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したものとみなす

こと、誓約書を提出しないことにより契約を辞退したものとみなす場合は、その

ことを理由として指名停止は行わないこと及びその取扱いを入札公告に記載する

ことを明確にすることとしました。 

（第３の４及び第４の２関係） 

様 



  

(３) 平成 23 年 12 月 14 日までに既に入札公告等を行っている建設工事及び委託

業務であって、平成 23年 12 月 15 日以後に契約を締結するものについて、落札者

が共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれについ

て作成した誓約書の提出を求めること、そのいずれかの者が誓約書を提出しない

ときは、速やかに誓約書を提出しない理由書の提出を求めること並びに誓約書及

び理由書を提出しない場合であっても、そのことを理由として当該契約を辞退し

たとみなすことはしないことを明確にすることとしました。 

（第５の２関係） 

(４) 平成23年12月15日において現に契約中の建設工事及び委託業務について、

受注者が共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれ

について作成した誓約書の提出を求めること、そのいずれかの者が誓約書を提出

しないときは理由書の提出を求めること並びに誓約書及び理由書を提出しない場

合であっても、そのことを理由として当該契約の解除等は行わないことを明確に

することとしました。 

（第５の３関係） 

(５) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

 

３ 施行日 

この改正は、平成 23年 12 月 22 日から施行することとします。 
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独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要領新旧対照表 

 

新 旧 

第２ 誓約書の提出を求める対象者及び時期等 

１ 県が一般競争入札又は指名競争入札により発注する建設工事及び委託業務を落札した

者（以下「落札者」という。）から、建設工事電子競争入札心得（平成22年１月15日付

け21高建管第939号土木部長通知）第19条第１項又は建設工事競争入札心得（平成19

年12月７日付け19高建管第808号土木部長通知）第19条第１項の規定による契約書の

案の提出時に、契約担当機関あてに別記様式による誓約書の提出を求めるものとする。 

２ 前項の規定は、県が随意契約（当初から１者のみと見積合わせを行う場合を除く。以下

同じ。）により発注する建設工事及び委託業務について準用する。 

３ 落札者が共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれについ

て作成した別記様式による誓約書の提出を求めるものとする。 

 

第３ 誓約書が提出されない場合の取扱い 

１ 落札者が別記様式による誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したものとみなして当

該落札者とは契約を締結しないこととし、建設工事電子競争入札心得第19条第２項及び

第３項又は建設工事競争入札心得第19条第２項及び第３項の規定を適用する。 

２ 前項の規定により落札者が契約を辞退したものとみなした場合は、そのことを理由とし

て、高知県建設工事指名停止措置要綱（平成17年８月高知県告示第598号）に基づく指

名停止は行わない。 

３ 随意契約において見積合わせにより決定した者（以下「決定者」という。）が別記様式

による誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したものとみなして当該決定者とは契約

を締結しないこととし、改めて別の手続により受注者を決定するものとする。この場合

において、前項の規定は、契約を辞退したものとみなした決定者について準用する。 

４ 第１項及び第２項の規定は、落札者が共同企業体の場合において、代表構成員又はその

他の構成員のいずれかが別記様式による誓約書を提出しない場合に準用する。 

 

 

第２ 誓約書の提出を求める対象者及び時期等 

１ 県が一般競争入札又は指名競争入札により発注する建設工事及び委託業務を落札した

者（以下「落札者」という。）から、建設工事電子競争入札心得（平成22年１月15日付

け21高建管第939号土木部長通知）第19条第１項又は建設工事競争入札心得（平成19

年12月７日付け19高建管第808号土木部長通知）第19条第１項の規定による契約書の

案の提出時に、契約担当機関あてに別記様式による誓約書の提出を求めるものとする。 

２ 前項の規定は、県が随意契約（当初から１者のみと見積合わせを行う場合を除く。以下

同じ。）により発注する建設工事及び委託業務について準用する。 

 

 

 

第３ 誓約書が提出されない場合の取扱い 

１ 落札者が別記様式による誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したものとみなして当

該落札者とは契約を締結しないこととし、建設工事電子競争入札心得第19条第２項及び

第３項又は建設工事競争入札心得第19条第２項及び第３項の規定を適用する。 

２ 前項の規定により落札者が契約を辞退したものとみなした場合は、そのことを理由とし

て、高知県建設工事指名停止措置要綱（平成17年８月高知県告示第598号）に基づく指

名停止は行わない。 

３ 随意契約において見積合わせにより決定した者（以下「決定者」という。）が別記様式

による誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したものとみなして当該決定者とは契約

を締結しないこととし、改めて別の手続により受注者を決定するものとする。この場合

において、前項の規定は、契約を辞退したものとみなした決定者について準用する。 

 

 

 

 



 2 

 

 

 

第４ 公告等への記載 

１ 建設工事及び委託業務を一般競争入札、指名競争入札又は随意契約により発注する際

には、入札公告、閲覧用指名通知書又は見積合わせ実施通知書において、この要領の規定

により誓約書の提出を求めることを次の記載例のとおり明示するものとする。 

（記載例） 

省略 

 

２ 共同企業体を入札参加資格要件とする一般競争入札の公告の場合は、次の記載例のと

おり明示するものとする。 

（記載例） 

この入札による落札者は、独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要領（平

成23年12月15日付け23高建管第799号副知事通知）第２の規定により、契約書

の案の提出時に、契約担当機関あてに構成員それぞれが１枚ずつ作成した同要領別

記様式による誓約書を提出すること。落札者の構成員のうち、いずれかの者が同様

式による誓約書を提出しない場合は、同要領第３の規定により、契約を辞退したも

のとして取り扱うものとする。 

 

 

第５ 施行日等 

１ この要領は、平成23年12月15日から施行し、同日以後に入札公告、指名通知又は見

積合わせ実施通知を行う建設工事及び委託業務から適用する。 

２ 施行日の前日までに既に入札公告、指名通知又は見積合わせ実施通知を行っている建設

工事及び委託業務であって、施行日以後に契約を締結するものについては、落札者から

契約書の案の提出時に、別記様式により、当該建設工事又は委託業務の受注に関し、独

占禁止法を遵守している旨の誓約書の提出を求めるものとし、既に契約書の案を提出し

ている場合にあっては、契約締結までに速やかに別記様式による誓約書の提出を求める

ものとする（落札者が共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、そ

れぞれについて作成した誓約書の提出を求めるものとする。）。この場合において、落札

者（共同企業体の場合は、代表構成員又はその他の構成員のいずれかの者。以下この項

第４ 公告等への記載 

建設工事及び委託業務を一般競争入札、指名競争入札又は随意契約により発注する際

には、入札公告、閲覧用指名通知書又は見積合わせ実施通知書において、この要領の規

定により誓約書の提出を求めることを次の記載例のとおり明示するものとする。 

（記載例） 

省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 施行日等 

１ この要領は、平成23年12月15日から施行し、同日以後に入札公告、指名通知又は見

積合わせ実施通知を行う建設工事及び委託業務から適用する。 

２ 施行日の前日までに既に入札公告、指名通知又は見積合わせ実施通知を行っている建設

工事及び委託業務であって、施行日以後に契約を締結するものについては、契約書の案

の提出時に、別記様式により、当該建設工事又は委託業務の受注に関し、独占禁止法を

遵守している旨の誓約書の提出を求めるものとする（既に契約書の案を提出している場

合にあっては、契約締結までに速やかに別記様式による誓約書の提出を求めるものとす

る。）。この場合において、落札者又は決定者が別記様式による誓約書を提出しないとき

は、速やかに誓約書を提出しない理由を記した文書（様式は任意とするが、参考様式を

示す。以下「理由書」という。）の提出を求めるものとする。なお、落札者又は決定者が
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において同じ。）又は決定者が別記様式による誓約書を提出しないときは、速やかに誓約

書を提出しない理由を記した文書（様式は任意とするが、参考様式を示す。以下「理由

書」という。）の提出を求めるものとする。なお、落札者又は決定者が別記様式による誓

約書及び理由書を提出しない場合であっても、そのことを理由として当該契約を辞退し

たとみなすことはしないものとする。 

３ 施行日において現に契約中（当初から１者のみと見積合わせを行い、契約した場合を

除く。）の建設工事及び委託業務（既に完成し、検査に合格した建設工事及び既に完了し、

検査に合格した委託業務を除く。）については、当該契約の受注者から平成23年12月28

日までに、別記様式により、当該建設工事又は委託業務の受注に関し、独占禁止法を遵

守している旨の誓約書の提出を求めるものとする（受注者が共同企業体の場合は、代表

構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれについて作成した誓約書の提出を求めるも

のとする。）。この場合において、当該契約の受注者（共同企業体の場合は、代表構成員

又はその他の構成員のいずれかの者。以下この項において同じ。）が別記様式による誓約

書を提出しないときは、前項の規定に準じて理由書の提出を求めるものとする。なお、

当該契約の受注者が別記様式による誓約書及び理由書を提出しない場合であっても、そ

のことを理由として当該契約の解除等は行わないものとする。 

 

この要領は、平成23年12月22日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式による誓約書及び理由書を提出しない場合であっても、そのことを理由として

当該契約を辞退したとみなすことはしないものとする。 

 

 

 

３ 施行日において現に契約中（当初から１者のみと見積合わせを行い、契約した場合を除

く。）の建設工事及び委託業務（既に完成し、検査に合格した建設工事及び既に完了し、

検査に合格した委託業務を除く。）については、当該契約の受注者から平成23年12月28

日までに、別記様式により、当該建設工事又は委託業務の受注に関し、独占禁止法を遵

守している旨の誓約書の提出を求めるものとする。この場合において、当該契約の受注

者が別記様式による誓約書を提出しないときは、前項の規定に準じて理由書の提出を求

めるものとする。なお、当該契約の受注者が別記様式による誓約書及び理由書を提出し

ない場合であっても、そのことを理由として当該契約の解除等は行わないものとする。 
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別記様式 

 

独占禁止法の遵守に係る誓約書 

 

（省略） 

 

工事（委託業務）名                                 

工事（委託業務）番号             

の受注に関し、独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年

法律第54号）のことをいう。）の規定に違反する行為を行っていないことを誓約します。 

後日、談合等の不正な事実が発覚した場合は、その事実に応じて高知県が行う指名停止、

契約の解除、違約金の請求、損害賠償の請求その他のいかなる処置にも従います。 

 

注１ この誓約書は、工事及び委託業務の案件ごとに作成し、当該案件の工事（委託業務）

名及び工事（委託業務）番号を記載してください。 

２ 共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれについて１枚

ずつ作成した誓約書を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式 

 

独占禁止法の遵守に係る誓約書 

 

（省略） 

 

工事（委託業務）名                                 

工事（委託業務）番号             

の受注に関し、独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年

法律第54号のことをいう。）の規定に違反する行為を行っていないことを誓約します。 

後日、談合等の不正な事実が発覚した場合は、その事実に応じて高知県が行う指名停止、

契約の解除、違約金の請求、損害賠償の請求その他のいかなる処置にも従います。 

 

注 この誓約書は、工事及び委託業務の案件ごとに作成し、当該案件の工事（委託業務）名

及び工事（委託業務）番号を記載してください。 
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参考様式 

 

理      由      書 

 

（省略） 

 

工事（委託業務）名                                 

工事（委託業務）番号             

の受注に関し、独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年

法律第54号）のことをいう。）の規定に違反する行為を行っていないことは誓約できません。

理由は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

参考様式 

 

理      由      書 

 

（省略） 

 

工事（委託業務）名                                 

工事（委託業務）番号             

の受注に関し、独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年

法律第54号のことをいう。）の規定に違反する行為を行っていないことは誓約できません。

理由は下記のとおりです。 

 

 

 

 



  

 

独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要領 

 

第１ 趣旨 

県及び国土交通省の発注工事に関し、県内建設業者を対象として、私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」とい

う。）の違反の疑いで、公正取引委員会による立入検査が実施された。 

現在、検査が行われているところであるが、このことを受けて、独占禁止法の遵守

を更に徹底するため、県が発注する建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項

に規定する建設工事（以下「建設工事」という。）及び建設工事に係る委託業務（高

知県公共工事等契約指針（平成20年７月９日付け20高建管第291号副知事通達）第２

の２に定義する委託契約に関する業務に限る。以下「委託業務」という。）について、

当分の間、契約しようとする当該建設工事又は委託業務の受注に関し、独占禁止法

を遵守している旨の誓約書の提出を求めることとし、その取扱いについて必要な事

項を定めるものとする。 

 

第２ 誓約書の提出を求める対象者及び時期等 

１ 県が一般競争入札又は指名競争入札により発注する建設工事及び委託業務を落札

した者（以下「落札者」という。）から、建設工事電子競争入札心得（平成 22 年１

月 15 日付け 21 高建管第 939 号土木部長通知）第 19 条第１項又は建設工事競争入

札心得（平成 19 年 12 月７日付け 19 高建管第 808 号土木部長通知）第 19 条第１項

の規定による契約書の案の提出時に、契約担当機関あてに別記様式による誓約書の

提出を求めるものとする。 

２ 前項の規定は、県が随意契約（当初から１者のみと見積合わせを行う場合を除く。

以下同じ。）により発注する建設工事及び委託業務について準用する。 

３ 落札者が共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれに

ついて作成した別記様式による誓約書の提出を求めるものとする。 

 

第３ 誓約書が提出されない場合の取扱い 

１ 落札者が別記様式による誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したものとみな

して当該落札者とは契約を締結しないこととし、建設工事電子競争入札心得第 19

条第２項及び第３項又は建設工事競争入札心得第 19 条第２項及び第３項の規定を

適用する。 

２ 前項の規定により落札者が契約を辞退したものとみなした場合は、そのことを理

由として、高知県建設工事指名停止措置要綱（平成 17 年８月高知県告示第 598 号）

に基づく指名停止は行わない。 



  

３ 随意契約において見積合わせにより決定した者（以下「決定者」という。）が別記

様式による誓約書を提出しない場合は、契約を辞退したものとみなして当該決定者

とは契約を締結しないこととし、改めて別の手続により受注者を決定するものとす

る。この場合において、前項の規定は、契約を辞退したものとみなした決定者につ

いて準用する。 

４ 第１項及び第２項の規定は、落札者が共同企業体の場合において、代表構成員又は

その他の構成員のいずれかが別記様式による誓約書を提出しない場合に準用する。 

 

第４ 公告等への記載 

１ 建設工事及び委託業務を一般競争入札、指名競争入札又は随意契約により発注す

る際には、入札公告、閲覧用指名通知書又は見積合わせ実施通知書において、この

要領の規定により誓約書の提出を求めることを次の記載例のとおり明示するもの

とする。 

（記載例） 

この入札による落札者は、独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要

領（平成 23 年 12 月 15 日付け 23 高建管第 799 号副知事通知）第２の規定によ

り、契約書の案の提出時に、契約担当機関あてに同要領別記様式による誓約書

を提出すること。落札者が同様式による誓約書を提出しない場合は、同要領第

３の規定により、契約を辞退したものとして取り扱うものとする。 

（※随意契約の場合は、「この入札による落札者」を「この見積合わせによる決定者」

と、「落札者が」を「決定者が」とする。） 

２ 共同企業体を入札参加資格要件とする一般競争入札の公告の場合は、次の記載例

のとおり明示するものとする。 

（記載例） 

この入札による落札者は、独占禁止法の遵守に係る誓約書の特例を定める要

領（平成 23 年 12 月 15 日付け 23 高建管第 799 号副知事通知）第２の規定により、

契約書の案の提出時に、契約担当機関あてに構成員それぞれが１枚ずつ作成した

同要領別記様式による誓約書を提出すること。落札者の構成員のうち、いずれか

の者が同様式による誓約書を提出しない場合は、同要領第３の規定により、契約

を辞退したものとして取り扱うものとする。 

 

第５ 施行日等 

１ この要領は、平成 23 年 12 月 15 日から施行し、同日以後に入札公告、指名通知又

は見積合わせ実施通知を行う建設工事及び委託業務から適用する。 

２ 施行日の前日までに既に入札公告、指名通知又は見積合わせ実施通知を行ってい

る建設工事及び委託業務であって、施行日以後に契約を締結するものについては、



  

落札者から契約書の案の提出時に、別記様式により、当該建設工事又は委託業務の

受注に関し、独占禁止法を遵守している旨の誓約書の提出を求めるものとし、既に

契約書の案を提出している場合にあっては、契約締結までに速やかに別記様式によ

る誓約書の提出を求めるものとする（落札者が共同企業体の場合は、代表構成員及

びその他の構成員ごとに、それぞれについて作成した誓約書の提出を求めるものと

する。）。この場合において、落札者（共同企業体の場合は、代表構成員又はその他

の構成員のいずれかの者。以下この項において同じ。）又は決定者が別記様式によ

る誓約書を提出しないときは、速やかに誓約書を提出しない理由を記した文書（様

式は任意とするが、参考様式を示す。以下「理由書」という。）の提出を求めるも

のとする。なお、落札者又は決定者が別記様式による誓約書及び理由書を提出しな

い場合であっても、そのことを理由として当該契約を辞退したとみなすことはしな

いものとする。 

３ 施行日において現に契約中（当初から１者のみと見積合わせを行い、契約した場

合を除く。）の建設工事及び委託業務（既に完成し、検査に合格した建設工事及び

既に完了し、検査に合格した委託業務を除く。）については、当該契約の受注者か

ら平成 23 年 12 月 28 日までに、別記様式により、当該建設工事又は委託業務の受

注に関し、独占禁止法を遵守している旨の誓約書の提出を求めるものとする（受注

者が共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれについ

て作成した誓約書の提出を求めるものとする。）。この場合において、当該契約の受

注者（共同企業体の場合は、代表構成員又はその他の構成員のいずれかの者。以下

この項において同じ。）が別記様式による誓約書を提出しないときは、前項の規定

に準じて理由書の提出を求めるものとする。なお、当該契約の受注者が別記様式に

よる誓約書及び理由書を提出しない場合であっても、そのことを理由として当該契

約の解除等は行わないものとする。 

 

この要領は、平成23年12月22日から施行する。 

 



  

別別別別記記記記様式様式様式様式    

 

独占禁止法独占禁止法独占禁止法独占禁止法のののの遵守遵守遵守遵守にににに係係係係るるるる誓約書誓約書誓約書誓約書    

 

平成  年  月  日 

 

高知県知事         様 

 

受注者  

住所又は所在地 

           商 号 又 は 名 称 

          代表者職・氏名                 印 

 

工事（委託業務）名                                  

工事（委託業務）番号             

の受注に関し、独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54号）のことをいう。）の規定に違反する行為を行っていないことを誓約

します。 

後日、談合等の不正な事実が発覚した場合は、その事実に応じて高知県が行う指名

停止、契約の解除、違約金の請求、損害賠償の請求その他のいかなる処置にも従いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ この誓約書は、工事及び委託業務の案件ごとに作成し、当該案件の工事（委託

業務）名及び工事（委託業務）番号を記載してください。 

２ 共同企業体の場合は、代表構成員及びその他の構成員ごとに、それぞれについ

て１枚ずつ作成した誓約書を提出してください。 



  

参考参考参考参考様式様式様式様式    

 

理理理理                        由由由由                        書書書書    

 

平成  年  月  日 

 

高知県知事         様 

 

受注者  

住所又は所在地 

           商 号 又 は 名 称 

          代表者職・氏名                 印 

 

工事（委託業務）名                                  

工事（委託業務）番号             

の受注に関し、独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54号）のことをいう。）の規定に違反する行為を行っていないことは誓約

できません。理由は下記のとおりです。 

 

記 

 

 

 


